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『財政々策と経済成長』のための序説

一一一アメザカ経済の停滞一一

林 昭 健

く内 容〉

t土しカ2 き

I 大不況の関家財政への衝撃

1. 自動調節機能の崩壊

2， 自由放任主義の終務

3. フイスカルポリシィ (1) 

。(幼

五 戦後の気気後退と財政のピ、ノレトインスタピライザー

1. ピノレトイ γフレキシピリティ

2. 戦時のパックロツグ (。
。 (2)

湿停滞と写楽経済体制

1. シミュレーション分析
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あとがき

はしがき

y=c十 1，これは，もっとも単純にモデル化した周知のケインズ型基本

所得決定方程式である。勿論， yは，とくに Iが変動するものであってみれ

ば，必ずしも理想的な完全雇用水準を保証するものではなし、。したがって，

当然，ここに，景気安定のための政策的均衡因子としての補整的な政府の役

割が期待されるO

本論文は，主として，ケインズ型臣視動態論の財政々策の一視角から， r財
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政々策と経済成長Jの問題意、識のための序説として， 1930年代以降のアメリ

カ資本主義の変化を，景気変動に焦点をおいた部分的展望を概括的にするこ

とから，不十分ながら短期的安定政策の限界について若手論じたもの

る。

I 大不況の国家財政への衝撃

資本主義国家における安価な政府の思想、に大きな変革を要求しセイ法則合

無力にしたものは，実に， 1930年代の大不況の嵐であった。ニューヨークの

ウ才一ノレ街株式市場の株価大暴落に端を発したアメリカ合衆国の経済不況

は，世界的な規模と深さで，永久繁栄を夢みていたこの閣に，まさに大恐慌

をもたらした。

1. 自臨調節機能の崩壊

1929年に入って景気はうすらいできたにもかかわらず， 10月の金融恐慌の

勃発までは何等の危!其もなく楽観していたうえ， 1930年の中頃までは現実に

大不況の最中にあるとL寸認識すらないようにみうけられたが，しかし，統

計数字はその様相を明確に表示した。冨毘所得は 1929年の 833億ドノレから

1930年には 689億ドソレに低下し，更に， 1932年iこは 400億ドルと，実に1929

年の半分以下に低落したのであるO 若干の国民所得の内訳につき， 1929年と

1932年を対比してみると，労働所得は490億ド、ノレから300億ドノレへ約6

退し，農家所得は 120億ドルから 53億ドノレと 4割5分以下に激減し，課税前

の法人利得は， 98億ドノレの黒字から30億ドルの赤字欠損へと激変した。

，商工業において， 4，500万から5，000万人の稼勤労働人口中， 1930年に

は350万人， 1933年には1，500万人を数えた。農村における失業人口は， 1935 

年に全農村人口の約2割にあたる1，000万人， 1939年にますし、ても900万人とい

う数字をしめした。工業生産に関しては， 1935-1939年平均を 100とし

数でみて， 1929年の 110から， 1930年に91，1932年に57とL、う低率を記録し

ているO 耐久生産財指数は， 1929年の 132から1932年には41， m費財生産指
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数は向年次で93から70へ，それぞれ，低下した状態を記した。若千の産業を

例示すると，自動車工業は 1929年の560万台から1932年には 140万台に減産

し，鉄工場は， 1932年にはその産出能力の約2割が稼動していたに過ぎ、ず¥

1929年の中頃には月々に 65.000万ドノレもあった建造物工事は， 1932年には，

わずか，月に 200万ドノレとし、う零細なものになっていた。髄格は，労働統計

よると卸売価格で， 1929年の95.3から1932年の64.8に下がり，

物館格は特にひどいもので， 1932年に，時には，農産物の市場価格が市場へ

の総送料よりも低いものさえあった場合があるとまでいわれている。同年の

ト…モロコシは 1ブッシェル10セント，豚肉は 100ポンド 2ドノレ80セントと

いった状態で，工業生産物と;農産物の交換比率は約2対 1にまで低落した。

ブ{ノミーは， 1929年 3月大統領として就任し， 1933年 3月退任したが，そ

の4年間，大不況に対して何等なすすべもなく退捧したようにみなされてい

るO しかし，このことは，彼が，資本主義には自動調節機能が存在するのだ

という信条をもって，放置しておいても明日には必ずや景気が回復する筈で

あると信頼し，期待し，祈ったその結果として，人工的な政荷の回復政策に

よる経済への介入を拒否したことによるものなのである。彼によれば，自由

資本主義経済にとっての不況は一時的な周期的なものにより過ぎず山、わば，

るゴミの掃除のようなものであるから，たまったゴミの掃除が済

いつかはより進んだ企業活動の創造力により，新たな喜ばしい好況

がおとずれしてくるのだと考えていた。大不況に突入して 2年告から，心なら

も，わずかばかりの誌急対策的措量を拡大したが，依然として，景気は回

復のきざしをしめさなかった。しかし，彼は，心底からアメリカ合衆国の持

つ自治資本主義制度が自動的回復力を発揮する日がある答であると信じて疑

わなかったのである。

フラングリン・ルーズベルトが大統領に就任した1933年 3月3S，彼の目

前にあったのは不況にうちひしがれた固と戦争の脅威にさらされた世界で、あ

った。 4人の労働者のうち必ず1人の者は失業し，かつては黒煙で空を暗く

した工場街は死火山のように影うすくひっそりと立ち並び，多くの家族がタ
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{ノレ紙張りの堀立小屋やブリキおおいの穴倉で眠り，犬のように多くの人々

がゴミ捨て場をあさり歩いていた。飢えた人々は，ニューヨークやシカゴの

寒い街頭をデモ行進し，田舎でも不安から絶えず暴力沙汰が起きていたo

5，000以上の銀行が破産し，すべての銀行はそのドアを閉ざしていた。この

現実から，アメリカの資本主義は変貌なとげざるを得なかったのである O 彼

は失業者には織と食物と家を与え，農民を救い，銀行を再開し，経慌の鴎き

を国復させねばならない責務を感じた。救済の仕事は，やがて，急速に改革

の仕事へとつながっていった。 6年の簡に，ルーズベノレト政権はアメリカ

済の基本法則をすっかり書き変えてしまったのであるO

ニュ{ディーノレ政策の第一期は， 1933年から1935年の中頃までで，主とし

て，フーパーが1932年になってから行いはじめたものと軌をーにする救済政

策をより積極化した救済と回復応急対策の時期である。 3月の失業救済法，

5月のテネシー河谷開発公社，連邦緊急救済法，農事調整法にみる高物価政

策とそのための平価切下げ，証券法，銀行法 6月の全国産業復興法など，

現状をこれ以下に落さないための救済の努力に重点を置いた時期であった

が，景気下降のくいとめ策としても十分な効果があったとはおもわれなかっ

。、ノ
た
μ

(1) P. Studenski and H. K. Krooss: Financial History of the United States 1952 pp. 

353-354 

G. A. Steiner: Goverment's Rolejin Economic Life 1953pp. 156-157 

(2) G. A. Steiner : op. cit.， p. 157 

(めA.シュレジンガー2t生(阿部達味訳):ニューディールとその後，日米フォーラム
9巻6号 1963年7月 1-4真。

(4) P. Studenski and H.K. Krooss : op. cit.， pp. 382-383 

2. 自由放任主義の終駕

ニューディーノレ第二期は， 1935年中頃から1937年中頃までで，この時期に

なると単なる救済や間援部急対策ではアメリカ合衆置はもはや立ちなおりえ

ないのだと考えるようになり，経済の起動的要因としての政府のとく
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的な政府公共投資支出の必要性を強く認識するようになった。ここにおい

て，スミス的な自由放任の見えざる手による予定調和観は追放され，外部存

在としての閤家々計の経済社会不干渉こそのぞましいというベンサム的国家

必要悪説は，かえって逆に，陪じ論理の功利主義的考え方によって，自由資

本主義の復活とその枠づけのためにこそ要求される密家存在とし、う積極的な

国家必要議説によってとって代えられ，国家l土，生産的な経済社会の内部一

関子としての存在を評錨されはじめた。

誘い水政策といわれるこの期の致策に結果的に理論的根拠をあたえたの

は， 1933年12月31日に発したケインズの「公開状JであるO 公開状における

ケインズによれば，閤民生産高は， (1)悟人のより多き支出， (2)産業界の将来

に対する確信の増加もしくは利子率低下による附加的所得の創造， (3)政府の

舟入金または印艇によってまかなった貨幣支出の援助により附加的経常所得

な創造すること，の三つの要因の髄きにより増加するものと考えられている。

したがって，不況の時には第一要菌は十分に働かないし，第二要因は第三要

菌の生じた後に発動するものであるから，結局は，この第三要閣こそ最初の

主要な刺激となるものであると主張しているO すなわち，景気の由復に必要

な赤字公共投資支出はやがて民間投資を刺激して経済を活発イじさせ，最終的

には消費を高めて不況を解消するものであり，それ以上の政府支出がなくて

も資本主義を自力で資源の全的利用の方自に進まぜしめる効果を持つ誘い水

になると考えていた。

不況の深刻化にともない，ノレ{ズベノレト政権は，反独占政策としての持株

会社法や証券取引委員会の強化を行なう一方， T.V.A.事業に本腰を入れ

て民間トラストと対抗し，更には 1935年の連邦社会保拝法の成立や

済，労働条件の改善ならどにつとめるとともに積極的な支出政策をおし

めた。各財政年度予算の公共支出純計額は， 1933年には38i意6，400万ドノレラ

1934年には60龍1，100万ドノレ， 1935年 70億1，000万ドル， 1936年 86億6，600万

ドノレ， 1937年81億7，700万ドルの巨額にのぼり，赤字は1933年の17億8，400万

ドノレから， 1934年に28億9，500万ドノレ， 1935年32億1，000万ドノレ， 1936年45f意
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5，000万ドル， 1937年3H意4，800万ドルの数値をしめした。しかも公器費は，

1933年の225信3，900万ドルから1937年には364億2，500万ドノレの増勢を信えて

いる。

これだけの資金投入により， 1937年には，一時，回復の方向にむかったか

にみえた景気も， 1938年度予算において救済支出や公共事業費が大幅に削減

されるとともに，再び下降方向をしめしはじめた。ニューディーノレ第三期は，

1937年中頃から1940年 6月までで，政府支出を完全麗用のために恒久化する

策の意識が出現した時期とみなすことができる。 1938年 4月の

もとづき政府支出増加が議会で議決された後， 1938年後半から

再び景気は回復方向をあらわしはじめた。こうした事実は，誘い水政策の恐

させた。 1937年以降，誘い水政策は殆んど話題にのぼらな

くなり，明らかにポンプの誘い水はきかなかったと評価された。このことは，

政府の赤字が，自分自身ではずみをつけて継続してゆく答の民間の消費およ

び投資支出の累積的な上昇運動を照始させなかった代り，もはや，常に政府

が公共支出活動をしなければ有効需要のギャッフ。は埠めえないのではなL、か

という長期停滞の様相を感得させた。

連邦政府の総赤字は1938年の141:謡:ドノレから1939年の36龍ドノレ， 1940年の37

ドルと J障常的な赤字体制をしめしはじめ， 1940年大統領教書で，政府が国

民所得を高水準に維持するために公共事業や救済支出に対し包額の赤字公債

支出を継続的に行うことを是認したことにみられるように，この時期は，政

出を単なる誘い水と考えずに民間部門による有効需要の不足を補うため

の恒久的な景気補盤国子として理解されるとともに，国家予算を一般経済社

外部要因として均衡財政を維持してゆくべきものという考え方は基本的

には放棄されて，完全に経済の内部要閣として国家財政がとりこまれるよう

に官、識されてきたのて、あるO このことは，たまたま偶然の事であって理論の

ではないにしても，ケインズ理論のアメリカにおける現実化とし

ても考えることができょう。
(6) 

(1) 1. M. Keynes :“An Open Letter" Readings In Fiscal Policy 1955 p. 33 
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(鉛 P.Studenski and H.K. Krooss : op. cit.， p. 407 

G. A. Steiner : op. cit.， p. 181 

(3) T. Morgan : Income And Employment 1948 p. 145 

(4) P. Studenski and H.K. Krooss op. cit.， pp. 403-407 

(5)ケインス派モデルによると，民間部門の投資函数および消費爾数を一定とおいて，

補完する公共投資による莱数効果が一定水準に所得を‘ンフトさせるが，乗数の波及

効果が止んだ時，民間部門の投資および消費に反作用して撹乱させないと仮定した

なら再びもとの水準に洛ちることになる。したがって，政府は常に予定の水準を維

持するために公共投資をし続ければならないことになる。ここでは，投資の乗数効

史や加速度原理など一連の問題についてはとくに論及しない。

A. H. Hansen : A Guide to Keynes 1953 esp. Ch. 4 

(6) G. Colm : The New Economics 1948 p. 451 

3. フイスカルポリシー

(1) 公開状による誘い水政策の範腐をこえてケインズは，有効需要の原理に

もと、づき，投資と消費の総計からなる国民所得が必ずしも完全麗用を保証す

るものではないことから，政府の補整的活動の必要性合結論した。ケインズ

は，この時代の資本主義経済の欠陥は，富や所得の不平等な分配とならんで

を雄持できないことにあると考えた。そして，この不完全腫用は貯

と事業投資の相互間の不均衡の結果生ずるものであり，進んだ資本主

主投資以上に貯蓄される額向があるから意、図された貯蓄が投資を超過す

ることは所得や雇用を収縮させる結果を生み，意図された貯蓄が投資と均衡

した内に下降運動は停止するが，その均衡点、は有用資源の完全膜用よりかな

り低い点で到達されるものである。したがって，このギャッフ。をうめるため

に椀完的政府活動が必要とされるのである。すなわち，成熟した自由

の有効需要の位置は完全鹿沼均衡点よりも一般に低いので，

高めるためには金融政策によってもそれ以上には高められることが期

きない私的支出を補整するため，たとえば，私的投資の補完としての政

府公共投資支出や私的消費向上のための移転的経費の存主主などが，自由資本

の修正要素として必要とされることになる。
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ユューディーノレ政策に結実したケインズ理論に対する評価は，種々な角度

から与えることができるだろう O たとえば，ハンセンは，経済思潮と

関してのニューディーノレとケイ γズ革命の産出物の一つはピ、ルトインスタピ

ライザーであり，他の一つは不十分で;工あるが自治裁量完全程用政策である

とのべているO
(4) 

。)J. M. Kynes The General Theory of Emplo~アment， Interest and Money 1954 

p.322 

(2) G. Colm New Economics op. cit.， p.452 

(3) 1"国家が投資を直接組織化するうえにおいて今後ますます士きな資任をゑうように

なることを期待するJ(1. M. Keynes: The General Theory: of Emp!oym巴nt，

Interest and Money op. cit.， p. 164) とか. 1"投資のかなり広汎な役会化が，

iまぼ完全雇用に近い状態を確保する唯一の方法となるべきことを認めるJ (J. M. 

Keynes: ibid. p. 378)あるいは「もし投資を著しく増加させることができないな

ら坊らかに消費を増加する以外に雇用水準を高める手段はないJ (J. M. Keyses : 

ibid. p. 325)といった表現は，ケインズが政府の補撃的財政々策を完全震用のため

の一つの「平衡化的要因J(J. M. Keynes : ibid， p. 220) としてみなしている関誌

としてあげることができるであろう O また，フエノレナーは，不況期に中央銀行のF付
加的信用が大部分は保蔵増加となってしまうことなどをあげて，経済拡張悶子力:金

融政策によることよりも財政々策によることに移行してきた理由をのべており，ま

たハンセンは貨幣金融政策が財政々策の補助的存在となったことをのべている。

W. Fellner : Employment Theory And Business Cyc!es ; A Survey of Contemp司

orary Economics 1959 pp. 91-92 

A. H. Hansen Monetary Theory and Fisca! Po!icy 1947 p. 142 

(4) A. H. Hansen : Ecomic Issues of the 1960's 1960 p. 140 

シュクイナーによると次ぎにあげる10の立場があるということである。①アメリカ

の資本主義が基本的に変貌をとげた程本命的であった。②この命日夜は自由放任と社

会主義の中間的なものである。③この政策は社会・倫理・政策・人道主義・経済価

値の変化等の混合が生みだしたものである。④大不況の経験を通して生みだされ確

立してきたものである。⑤一つの中心思想があったかどうか疑わしし、。⑥矛盾した

ものを沢山内包した政策である。⑦時期により方針が違っており，突に不統一な政

策である。⑧政策主体としての行政機構はむしろ貧弱で、不十分であった。⑨結果と

して，政府に新しい役割をになわせた政策であった。⑩評価:を与えるというより

も，第ニ次世界大戦がはじまったため，この制度がどうであったかということは問

題外として解消してしまった。 (G.A.Steiner : op. cit.， pp. 186-190) 
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(2)不況期における政府の支出政策が十分にその力を発揮しないうちに，アメ

リカ合衆国は準戦時体制に入り，やがて，第二次世界大戦となって大不況の

悪夢を一掃してしまった。戦争に対する支出がアメリカ合衆国の霞民所得と

産出量を急上昇させたので，他方において爵笹が第二次大戦の終末頃には

2，630億ドノレを超えつつあっても，何等の画家的な強い関心も呼び起さな

かった。戦争にもとづくブームに比すれば，ニューディーノレ米期の補撃的財

政々策が，事実上において効果的であったとして全面的に肯定するものは非

常に少なく，むしろ反対に否定する見解もあるO ケインズが， r戦争と破壊

のためのみに役立つと考えられていた国家財政の技術を，今こそ，ヂ和と繁

栄のために用いるべきであるJと提案した精神と全く逆に， 1930年代におい

ては補整的財政々策は試みられなかったのであり，戦争こそ，回復をもたら

したところのかくれた財政々策の実現であり，強力な公共支出政策の実現で

あると考える立場もあるO したがってまた，ニューディーノレは，本来の補整

的財政々策の実現ではなく救助作業の段階で、行なわれたものであり，積極的

拡張の政策としては不十分なものであるから1930年代の経験は十分ではなか

ったにしても，回復のための唯一の有効手段はこの政策以外にはありえない

のだと推定されることにもなるのであるO たしかに，一方におし、てケイ γズ

も，過去において戦時を除けば完全雇用を実現させた程の強力であった好況

を経験したかどうか疑問であるともいい，ハンセンも，戦争iこともなうすべ

ての悪にもかかわらず，戦争は近代資本主義における歴史的事実として景気

上昇の役割を果してきており，第ニ次世界大戦もその市場としての役割を提

供してアメリヵ経済の繁栄をもたらしたものであることを認めているO それ

では，資本主義の景気調整は戦争以外にありえないものなのか否か，そして

また，長期停滞に対する平和的な財政々策がありえるとするならば有効なも

のであるのか否か，こうした問題意識は，戦争のもたらした好景気のまえに

影をひそめ戦後の課題として持ち越されてしまった。

大不況以後の回復政策，ニュ{ディーノレ政策，さらには戦時軍事経済を通

してアメリカ資本主義におけ』る国家の比重が，量的にも資的にも変化した。
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拡張した政府活動はもはや縮少することがなL、。そして，今やより少ない統

治がもっともよい政治であるとは信じられなくなってきた。国家は，資本主

義にとってはなくてはならないものとして大きな地位をしめている。大不況

以後のアメリカ経済は国家予算に大きな衝撃を与えたばかりでなく，国家観

においても大いに期待される主主世主的存在を印象づけた。たとえば，国債や

る考え方の変化からも見出せるように，国家財政は明らかに公共

としての経済社会からの独立性を喪失し資本主義経済の内部国子とイじし

たのである。

(1) D. B. Copland:New Economics op. cit.， pp. 213-214 

(2) J. M. Keynes An Open Letter op. cit.， p. 34 

(3) C. Brown : FiscaI Policy in the'Thirties: A ReappraisaI A.芯.R.Dec. 1956 pp. 

863-866 

工H.Williams : Post-War Monetary Plans and Other Essays 1949 p. 227 

ωA. Smithies : The American Economy in the Thirties A.E.R. May 1946 p. 26 
(5) ]. M. Keynes: ThεGeneral Theory of Employment， Interest and Money op. 

cit.， p. 322 

A. H. Hansen : The American Economy 1957 pp. 24-28 

(6) P. A. Samuelson : Economics 1955 pp. 112-114 

(7) 1日米，国債は政府の負担であり，家計において負債が好ましくないのと同様に，な

るべく国家の家計におし、てもさけるべきものであると考えるが通常であった。しか

し大不況後の時代では，国債は私債とことなり，何等将来iこ対する負担の転嫁を

意味するものではなく，当世代の国民相互間の金銭的所得の移転をなすに過ぎない

ものであるから，国家を含んだ国民経済において負佼勘定である国債額に対応して

資産勘定である恒久的施設や資源の維持改善を計上し得る。国債がコ盛大であるとし、

うことは，すなわち，対応する資産もまた区額であるということである。したがっ

て，そのかぎりにおいては赤字国債の増加は必ずしも不健全なものではなく，むし

ろ{健全であるといってもさしっかえない場合もありうる。他方，予算に関しては，

従来，資本主義経済の外部因子として濁家収支はそれ自体で均衡しているべきこと

が要請されたが，実際の必要が生みだした補整的財政々策の出況は， ミュノレ夕、、…ノレ

の提案した経常予算と資本予鎮の二分化にもみられるように，均衡予算論の形態の

留まで否定して，景気に対する政府の責任を明確化しようとする方式まで生みだし

た。 U.K.ヒックスも複式予算方式が，会社の領主主勘定体系iこ相当する経常予算と

資本勘定体系に対比される資本予算からなること宏指摘して，予算制度の改革と国
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氏経済会計の発展と実用化を提唱している。
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F. Haley The Federal Budget Economic Consequences of Deficit Financing: 

Readings In Fiscal Policy op. cit.， pp. 89-90 

1. Burkheadi: The Balanced Budget : Readings In Fiscal Policy op圃 cit.，p. 1 

G.乱1yrdahl Fiscal Policy in the Business Cycle Readings In Fiscal Policy 

op. ci t.， p. 67 

U. K. Hicks : Public Finance 1951 pp.329-351 

E 戦後景気後退と財政のピノレトインスタピライザー

第二次一位界大戦後のアメリカ合衆国の経済成長は， 1945-46年における戦

時防衛支出の中絶によるものを除いて， 1948年， 1953年， 1957年および1960

年の四期に中断された。しかし， 1930年代の基溶からみるならば，いずれも

短く温和なものということができる。レピス二世の著作からえらばれた次の

諸表は，戦後の景気後退の時期とその程度および連邦収支の変還をしめした

ものであるO
く3)

第一表戦後の景気後退と田復

景と(暦気回後年復退〉 i ii GNPtこ lli GNPγ I収数替一期の 山から底へI後 最よる後退 よ半る期筏与 実質GNP 自の I 111の刀 IH去の月
前四半の期山の 四間 主主主変化終四半期

1948-50 1948-N 1949ー豆 2 一2.3 1950-1I 1948.11 1949.10 

1953-55 1953-1I 1954-1I 4 -3.7 1955-1I 1953. 7 1954. 8 

1957-59 1957-ill 1958-1 2 -4.3 1959-1I 1957. 7 1958. 4 

1960-62 1960-1I 1961-1 3 -2.2 1962一立 1960. 5 1961. 2 
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第二表 GNPによる実数と仮定される高雇用およびびその務差

謄年による四半期 実 数!仮定上の隷用!落 差

1948-N P 265.9 265.9 

1949-I 259.8 268.2 -8.4 

JI T 256.4 270.5 -14.1 

I立 258.8 272.9 -14.1 

W 257.0 275.2 -18.2 

1950-I 265.8 277.5 -11.7 

亙 R 274.4 279.8 -5.4 

1953…宜 P 368.8 368.8 

E 367.1 372.7 一'5.6

N 361.0 376.6 -15.6 

1954-I 360.0 380.5 -20.5 

瓦 T 358.9 384.4 -25.5 

理 362.0 388.3 -26.3 

N 370.8 392.2 -21.4 

1955-I 384.3 296.1 -11.8 

E R 393.0 400.0 -7.0 

1957-III P 448.3 448.3 

N 442.3 454.6 -12.3 

1958-I す 432.9 461.0 -28.1 

E 437.2 467.3 -30.1 

I旺 447.0 473.6 -26.6 

N 460.6 479.9 -19.3 

1759-I 472.2 486.3 -14.1 

亙 R 488.5 692.6 -4.1 

196ひ-JI p 506.4 506.4 

蛮 505.1 513.4 -8.3 

N 504.5 520.3 -15.8 

1961-I T 500.8 527.2 -26.4 

瓦 516.1 534.2 -18.1 

班 525.8 541.2 -15.4 

W 542.2 548.1 -5.9 

1962-I 550.0 555.0 -5.0 

E R 560.0 562.0 -2.0 

(注〉 単位:10億ドソレ， p: 0-1， T:底， R:沼復
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第三表戦後景気後退および回復と連邦収支〈単位:10億ド‘ル〉

景気後退と回復 山 の )fE の
最回復期終 へ山かの変ら底化 へ底かの変ら化回復四半期 四半期

1948 - 50 1948-N 1949-I[ 1950-I[ 

才 入 42.6 38.5 47.3 -4.1 8.8 

才 出 38.8 42.4 39.0 3.6 -3.4 

剰余あるいは不足(ー) 3.8 -3.9 8.3 一7.7 12.2 

(-3.7) (6.1) 

1953 - 55 1953-I[ 1954-I[ 1955-亙

才 入 72.3 63.3 71. 7 - 9.0 8.4 

才 出 79.4 68.7 68.1 -10.7 -0.6 

剰余あるいは不足(ー) -7.0 -5.4 3.5 1.6 8.9 

(-6.6) (10.4) 

1957 - 59 1957-ill 1958-1 1959-I[ 

才 入 82.5 75.4 91.6 -7.1 16.2 

才 出 79.9 83.5 91.1 3.6 7.6 

剰余あるいは不足(ー) 2.6 -8.1 0.5 -10.7 8.6 

(財政ピノレトイ…) (-8.7) (17.4) ピヲイザ-1:こよる剰
余における変化

1960 - 61 1960-I[ 1961-1 1961-N 

才 入 96.9 92.5 103.1 - 4.4 10.6 

才 出 92.5 98.0 105.2 5.5 7.2 

剰余あるいは不足(一) 4.5 -5.5 -2.1 -10.0 3.4 

(敗政治レトィγυ) (-6.8) (10.8) ピライサ、ーによる*~
余における変化

(1)玖T.Lewis， Jr. : Federal Fiscal Policy in the Postwar Recessions 1962 p. 4 

(2) W. Lewis， Jr. : ibid. p. 1 

(3) W. Lewis， Jr. : ibid p. 4， p. 278， p. 16 



32 (382) 経済学研究第15巻第3・4号

1. ビルトインフレキシビリティ

ノ、 γセンは，第二次世界大戦後の終戦車後の調整過程において政府がいか

に重要な役割合演じたかを力説しているO 従箪した箪人の退役一手当，貸付，企

業が平和時の産業へきりかわること対する援助のための各種法令，産業利i聞

を守るための税制等々により，再転換過程において私的企業のための積極的

な政府の干渉が行なわれた。この政府の助力のもとに，そして戦争の

した需要のバッグロッグを背景に，私的企業経済は自由な活動を支えられて

活況をていしてきた。政府はまた，この再転換過程に続いて二度の穀微で短

期的な景気後退の処理を成功させた。このことは，一つには， 1930年代の停

滞がアメリカ合衆国の経済体制の体質改善をおこなわせ，深刻な不況をさげ

るための緩積装置を経済機構に具備させたことによると考えられる。租税収

入を所得よりも大きく変動させることや移転的経費支出による相殺変動など

による可処分所得の自動安定装置や，社会保障，団体契約，累進所得税、

業計画，銀行予金保証，政府貸付，保証操作，住宅建設計酪，不動産抵当貸

付，資本市場の改卒等々により所得を維持させる制度を強化した。そして，

とくに財政による組込み伸縮性，ピノレトイ γフレキシピリティ

く評招された。

マスグレ{ブおよびミラーは，補整的財政々策の本質が，経済上，

および雇用を安定するように政府の議入歳出水準を適応させることにあると

考えた。このことは，イ γフレ期間を通じて歳出減と増税が，デフレ期間を

通じて歳出増と減税がなされることを必要とする。このような補整的な変化

は歳出計画や税率を適度に変更させることによってもたらされるかも

いが，ある程度までは自動的に生ぜしめることも可能であるO たとえば‘失

業保険金のような公的支出は反景気的方向に動かすものであるし，所与の

定率で生ずる税金は，所得水準の規模により課税の基礎が産接変化するので

国民所得の変化によって変動するO この意味から，自動的安定装置としての

租税収入の自動的補整作用，すなわち，ピルトインフレキシピリティの
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性を評価した。モデノレによると，期間 tを 1および2として

(1) .:1Yロ.:1I+c.:1Y-C(rlYl-r2YZ) 

.:1Y=Yl-Y2 ffr得増分

.:11ロ11-12 投資増分

c=可処分所得からの限界消費性向(一定と佼定〉

r口王子均税率

ωE=自主
(.:1Y)TI 

E=所得弾力性

T口組税

.:1Tロ(九Yl-rzY:ジであるから

(3) .:1Y口.:11_ 1 中

l-c+cE ~会
工I

手口凡であるから，
~l 

(心.:1Y口.:1I 1 
l-c(l-Eロ)

ただし限界租税性向を使用した場合，

(1)は.:1Y=.:1I十c.:1Y一cm.:1Y (la) 

.:1Y=.:1I一一一」一一一 (lb) となり，
l-c(l-m) 

ωは (E)=旦となる。
T1 

租税の自動伸縮性の補整的効果を αとすれば，

.:1Y 
(5) 日口1一一一一

.:1Ya 

.:1Y口対象とする所得変動

.:1Ya口弾力性がOに等しい場合の所得変動

33 

したがって， αはピルトイ γフレキシピリティで妨げられている所得変化

の変動をしめす。ゆえに， α=0ではビソレトイユ/フレキシピリティはなく， α

=1では完全で、，所得は変動しなL、。

(6) 日口 1一一 1二三一一=一一盛丘一一
l-c(l-ET1) l-c十cErl

cが所与なら，aは rlとEによりきまるO すなわち，平均税率が高い程ま

た租税の所得弾力性の高い程，補整効果が大きくなることをしめしている。
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勿論，このモデノレは，たとえば，移転的経費，間接税，法人貯蓄，法人税等

により修正されねばならないものであるし，ピルトインフレキシピリティは，

予算の収入国と同様に支出国にも見出すことのできるものでもある。いま，

このモデルにアメワカ合衆国における統計数字より数値を適用すると，法人

税24%，所得税50%，他の税26%として，c=0.65， rl=ぉ0.20，E=1.5の

場合， αおお0.358，もし rl口 0.10なら α口 0.218とL、う数値を得る。このこ

とは，前者の場合なら，投資の乗数効果による所得の変動の約%が，ピソレト

インフレキシピザティにより自動的に抑制されることになる。しかし，この

ことから楽天的に，租税の自動的作用のみが所得と雇用の減少を相殺しうる

ものであるとは言いきれなL、。さらに，不況低下のクッションとして働くこ

とのできる αは，向時に所得の完全雇用水準の回復をおくれさせるためにも

奉仕することになるだろう O したがって，所得の変化に対して消費が安定し

ていても投資の変動のもたらす景気の変化に対しては，たとえば，自動的に

積機的な財政支出増や補助金支払，金融緩和措置などが発生するなどで不況

を訪ぐ方法をとるような，より広範な計画的ビ、ルトインスタピライザ{を制

度化して流動的に一定水準を保つようにするか，または，その都度の反景気

政策としての自由裁量的景気政策が依然として必要であるということにな

る。財政とその他のスタピライザーは，戦後の景気安定の叢要な一つの要素

ではあるが，安定のための一切の説明要因とはなりえないものである。

(1) A. H. Hansen : The American Economy op. cit.， pp. 28-30 

(2) A.H. Hansen : ibid.， 31-32 

A. H. Hansen : The Postwar American忍conomy1964 pp. 19-22 

長期的にみてビルトインスタピライザーは所得の変化の衝撃から消費磁数の変動を

まもり，後退期ごとにより平準化した様相をしめして，安定した数僚をしめすよう

になってきている。

(3) R. A. Musgrave and M.H. Miller: Built-In Flexibility: Readings:ln Fiscal Policy 

pp. 379-386 

(4)勿論，こうしたピルトインスタピライザーの作用は，直接効果以外に企業所得税や

開j妥税を遇しての間接的な投資への効果についても評価されねばならないだろう

し，資本市場にたいする影響も考慮すべきと恩われるが，ここではその点に関して
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は論じない。また一方，パースもマスグレーブやミラーと同様な方法でイギワスに

おける直接税のピノレトインフレキシピワテイの効果を約2f誌とi1lU定している。彼の

モデルは以下の方程式にもとづいている。ピノレトインフレキシピザテイは，

.&T 
m口一一一 …ー・・・・・・・・・……...・・…一・口・・・・………・・・・・・…...・H ・......1
.&Y 

.&Y : 所得における所与の変化量

.&T: .&Yと結びついた税収の変化量

m 所得変化に応、ずる税収の伸縮性 oならどルトインフレキシピリテイは存在

せず， 1ならば完全に感応することをしめず。

ピノレトインフレキシピザティの安定効果は，

.&Y -.&A 
2=1一一一一一一一一・・・・・…・・υ ・・…...・・・・・・・……・…・…・…・・・・・…2
.&Yj-.&A 

'&Yj : 税収の仲綴性が存在しなかったならば生じたと思われる所得の変化

.&A : 庁所等変化をひきおこす自生的な支出の増加分

.&Y = .&A + .&C十.&I.....……ー ・・・……・・ー・・…...・H ・・・・・………H ・・ 3 

.&C : 個人消焚支出の変化

.&I : 企業投資支出の変化

所得変化中の法人留保 .&Sbの分配E与を νとすれば，個人所得の .&Yp分配率は

(1ーりとなる。 .&Sb=ν.&Y，.&Yp='&Y (1ーν).&Y

m': 個人所得税のどルトインブレキシピリティ

c 可処分所得からの限界消費性向

倒人消費支出の変化は・

.&C=c'&Y(l-m') (1ーν)…….....・H ・........・H ・......・・・・H ・H ・....4

投資が利潤の変化により影響されないとすれば，

.&Y= .&A 2 ・・……一 .......・H ・・・-…・・………...・H ・.5
1-c(1-m') (1ー ν)

m'=Oなら，

'&Cj=c'&Y(l-Jl) .........・H ・-………...・H ・......・H ・..…...・H ・..…・・6

ゆえに

.&A .&Y = …H ・・・・・・・H ・H ・H ・H ・..…...・H ・..…...・H ・.....7
1-c(1ーり

したがって，倒入所得税の感応的な場合の安定効果は，

2(m') 一一 c出1ーν..……・・ー…・…8
[l-c(l-m') (1-ν)J(c(lー ν)J 

Zは m'とともに増加するが増加率は逓減， νく1，m'=lの場合 2=1，m'=Oの

場合乞ニ0，今，投資支出は可処分留保利潤の水準に依存するとした場合，

.&I=iv'&Y (l-m") 

可処分留保革山陽からの企業の投資金向
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m" : 法入所得のピノレトインフレキシピリティ (限界税率〉

これを， 3， 5， 7，式に導入すれば8式は，

Z(m'十m")口一一一一一三虻il土並二.ivm"一一一一日
[1-c(l-m') (1-ν) -ill(l-m") JC[c(l-v)十iν〕

Z t:t m'とm"の二つからなる安定効果をしめしている。 Zは m" が高いほど，

またが大きいほど大きくなる om">m'で C=lならジの大きな程， Z は大，

m'<m"なら νが大なる怒 Zは小となる o m'=:m" で c>i ならF ジカ~!J、なる程，

Zは大なることがわかる。

P. H. Pearse : Automatic Stabilization And The British Taxes On Income: The 

Review of Economic Studies vol. XXIX (2) No. 79 Feb. 1962 pp. 124-139 

(紛ピルトイ γフレキシピリティの援霞は予算原則上のぞましいものの一つである O そ

れはインフレやデフレを緩和で、きても阻止することはできないものであるから大き

な期待はできないにしても，たとえば，麗用法の下に自動的な積極的な反景気政策

をおりこむ一つの税法を通過させることも可能であるとスミシ…ズは，積極的な広

義の財政ピルトインスタピライザーの制度化を示唆している。

A. Smithies: Federal Budgeting And Fiscal Policy: A Survey of Contemporary 

Econsmics op. cit.， pp. 205-208 

(6) W. Lewis， Jr. : op. cit.， p. 90 

2. 戦時のパックロヴゲ

(1) 11946年麗用法Jと略称される.1雇用，生産および購買力，その他の諸

目的に関する国家政策の宣言のための法律Jは，国家の経済主体としての

任と役割を明確にうちだしてい為。戦後第一回目の景気後退は，戦時よけ生

じてきたイ γプレーションの危験が消滅したといまだみなされない時期に生

じた。景気後迭を予測できなかった1948年 4月 28に，共和党は議会で1948年

度の所得に適用される約50億ド〉レの減税法案を通過させた。 1948年 7月の大

統領報告は，国防費35億ドル増，対外援助費増，および減税をインフレ促進国

子として懸念しているO 大統領はじめ多くの責任ある地位にある人々が心配

していた問題であるにもかかわらず¥統計数字は.1947年の第四・四半期に戦

後インプレーションが急速に終末をむかえていたことをしめしていも;1949

年にいたって，はじめて年央報告は，失業者390万人で労働力の 6%. 9%の

物価下落，利潤の13%減，農家所得は8%減と L、う景気後退下にあることを
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明確にし，それが軽微であることの理由として財政のピルトインスタピライ

ザーや政府の現金支出増，住宅計画，政府信用機関の功績によるものである

として礼讃し，不況を防止して経済を拡張するためには，国防，発展，福祉

の富家計画にともなう経費を削減してはならないことを論じた。同時に租税

は好況のときにひきあげ不況のときにひきさげるべきものであるという単純

な原閣を主張しておきながら，とくにー罵の減税提案をするというわけでも

なし計画としては連邦再保験資金をともなう失業補償金の増額，退役軍人

失業補償金の一年間延長，養老保険の増額，連邦公共事業費の25龍ドノレから

30億ドソレへの増額などを考えていた段階で、あった。 1950年報告は，景気後退

期においても，自動率，公共および民間の建設とくに住宅建築，および社会

保樟，農産物儲格支持，爵防，対外援助言十甑によって増大した政府の現金支

出が経済の拡張因子として鰭全であることを指摘し， 1950年上半期には，退

役軍人保険金配当の多額の支払いや，豊富な資金と信用にもとづく企業や消

費者の多額の潜在需要，住宅建築の予想の三つをもとに景気の明るい見通し

をたてた。しかし，その予想された事実がどうであったかということは，朝

鮮動乱の勃発とそれによる好景気の訪れによってこの問題を論外にさせた。

再びアメリカ経済は，戦争によって不況の問題を間避したのである。この景気

回復をピソレトインスタピライザーで説明するにはあまりにも大きすぎた。そ

してまた，かえって1949年の第二・四半期で崇気が産まになったのちは，むし

ろ回復をおくれさせる方向に彰響を与えてし、たので、あるO 結果的にみて，

1948-49年の景気後退期における公的声明と勧告に影響した連邦政府の政策

は実に金弱なものであり，偶然的なものであった。そして，むしろ積極的に

された1948年の信用強化政策と1949年 1月の増税の要請は，この後退期

にとっては悪いタイミンクやであった。そして，反対に，ィ γプレーションが

一般の問題とされていた当時に考えられ1948年歳入法に体化された減税法案

と，国際情勢の不確実さにもとづく国防関係費の増加，建築ブームの原因と

なった政府の住宅信舟対策が，反景気対策として有効な役舗を果したので

。〉
る

σ
あ一
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仏ω)A. 豆H.1:肱王弘ans悶 1: Econornic Policy and Full Ernployment 1947 pp. 331-335 
(2) A丘 Hansen: The Arnerican Econorny op. cit.， pp. 91-92 

(紛 A.H. Hansen : ibid.， pp. 101-104 

(4) A. H. Hansen : ibid.， pp. 105-107 

{めコンデ‘は，朝鮮戦争は不評判であったが，アメリカにとっては大きな「もうけロ」

となったと端的な表現をしている。

コγデ〈小原敬士訳) Iアメリカの夢は終ったJ1965 (岩波新書)68頁

(6) W. Lewis Jr. op. cit.， p. 30 

戦後アメリカの景気後退と回復時の財政ピソレトインスタピライザーの効果について

レピス二世は次ぎのようにー表にまとめている。

(単位:10億ドソレ〉

変 イじ 量 GNPにおける変化の百分率
後退と回復

山から底 I底最か終四ら半回復期の 山から底 i肢底か網ら棚回復の

1948 - 50年

法 人 奴 主主 税 -2.4 3.8 25.3 21.1 

民1 接 税 0.6 3.3 

震 用 税 -0.1 0.2 1.3 1.0 

偲 ノ¥ 所 f等 税 -0.2 1.3 2.3 7.4 

失業補償支払金 1.0 -0.2 10.5 1.1 

連邦剰余に関する全効果 -3.7 6.1 39.4 33.9 

1953 - 55年

法 人 収 主主 税 -3.6 4.5 36.4 13.2 

間 接 税 -0.7 1.7 7.1 5.0 

雇 用 税 -0.1 0.5 1.4 1.3 

偲 人 所 得 税 -0.7 2.8 7.5 8.2 

失業補償支払金 1.4 -0.9 14.1 2.6 

連邦剰余に関する全効築 -6.6 10.4 66.5 30.4 

1957 - 59年

法 A 収 益 税 …4.6 8.7 29.9 15.6 

開 接 税 -0.6 1.5 3.9 2.7 

雇 F設 税 -0.3 1.1 2.2 2.0 

偲 人 所 f与や 税 -1.7 5.0 11.1 8.9 

失業補償支払金 1.4 -1.1 9.1 2.0 

連邦剰余に関する全効果 -8.7 17.4 56.2 31.2 
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1960 -61 

法 人 奴 益 税 -3.2 5.9 57.1 14.3 

間 接 税 -0.9 1.0 16.1 2.4 

産量 F認 税 -0.3 1.0 6.1 2.5 

偲 人 所 得 税 -1.0 2.3 17.9 5.5 

失業補償支払金 1.4 -0.6 25.0 1.4 

連邦菊!余に関する全効果 -6.8 10.8 122.2 26.1 

(7) W. Lewis Jr. : ibid. Ch. N esp. pp. 124-130 

(2) 1953年から生じた景気後退は，朝鮮動苦しの停止による政府支出の 109信

ドソレの下落とし、う事柄により生じたというべき性質のものであるO 動乱が終

った途端，在庫品投資は301億ドノレも減少した。 1954年に純輸出増は20億ドノレ

画定資本支出は5億ドソレ増，消費は33億ドノレ増で、あったが，設備投資および

在庫品投資をあわせての投資は25億ドノレ減，政府支出は 110億ドノレ減，失業

者は170万人増で全部で357万8，000人になった。政府購買力の減少は主とし

て軍事的部門に関するものであったが，それにもかかわらず私的投資や消費

の全成長率は低下しはじめた。

1953年 1月，アイゼンハワーがトノレーマンに代って政権を得た時，防衛支

出におきかえるべき消費者支出のために， 40億ドルの非軍事費の支出増とな

らんで間接利益税を1953年6月初日に消滅させ，個人所得税率を1954年 1月

1 Bに10%低下，法人所得税を1954年4月1日に525;;から47%へ減少，およ

び数々の臨時税を消滅させる減税政策を，そして更には， 1953年4月初日に

は錨格や賃金に対する亙接戦時統制!の廃止および1963年6月30日には物資や

生産物の記分の統棋を廃止することにした。大統領は 8年前に超党派で成立

させた1946年雇用法の精神宮再確認し，財政々策を，経済安定や成長の開題

に対する各種の政府の政策手段のうちでも高い地位に位置させた。そして，

減税とならんで減価i賞却の繰上げ，社会保障，公共事業の拡大，対外経済政

策，ピノレトインスタピライザーの改善などの計画がすすめられたO 一方，個

人と法人のための減税は1954年の歳入法に具体化されたが，減税が議入減よ
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りも時期的におそく発動されたため，効果はかなりうすれた。防衛支出の減

少は最初に予想されたより大きく生じ，反面，朝鮮動乱により生じたインフ

レ1m向に関する疑念は去りやらなかった。減税のみならず1954年の頭初に考

えられた政府支出の促進計画は 5月まで実際には働かなかった。この結果

1954年第閤・四半期にいたるまで重要な効果をもたらすようには思われなか

ったが，もっとも効果的な訪衛支出の付加量が，かなりの量で支出されたこ

ともあいまって，回復への効果をあげはじめた。 1955年第二・四半期には一

応回復したと目されるが，連邦剰余は35億ドルに達し， 1953年には 2.6%の

失業率であったものがなおも 4%をきらなかった。 1956年中頃からインフレ

出現してきたところをみても，とくに積極的な政府の効果的政策を指

摘するより，回答Zの主要因は朝鮮動苦しによる中間所得!曹の増加を中心とする

戦時のパックロッグによるものと考えられ，この私的部門の景気浮揚力が背

となって，前回の景気自復と向様，インフレ的配力の拡大が景気を回復さ

せたとみることができるO
(3) 

(1) A. H. Hansen : Ecomic Issues Of The 1960's op. citけ pp.146-148 

(幼A.H. Hansen : The American Economy op. cit.， pp. 118-112 

W. Lewis Jr. : op. cit吋 pp.150-156 

(3) W. Lewis Jr. : ibid. Ch. V. esp pp. 182-187 

現金支出と割賦償却金の計画により.1954年から1955年にかけて分割払い信用は

236億ドルから29O{j窓ドソレへ上昇し，一方，抵当証書は1，054億トツレカミら1，209億ド・ノレ

へ増加した。また，自動車賦払信用の40，%増p 不動産(とくに住宅建築〉信用の30

~6j:慢が，回復にとってとくにカがあったとも思われる。

S. E. Harris， S.H. Slichter， P.A. Samuelson， etc.: The Economics of Eisenhower: 

A Symposium : The Revi巴wof Economics and Statistics vol. XXXVIII No.4 

i'Jov. 1956 pp. 357-385 

この規開を適してのアイゼンハワ一政権の経済政策に対する評価カ鴇々な面から与

えられるだろう。ハリスは，この景気後退期間にいかに不統一な不調和な経済政策

が行われたかを指摘したが，スリクターは，アイゼンハワーが経済額問団を再組織

し改革したことをはじめ， 1954年に行った税制改革，住宅建築の促進，農業計画の

改革，国際貿易の障害除去の自由化政策，独占排除，小企業促進等の功緩をあげた

うえ，とくに(1)金利引締の結果，(2)妨衛費削減の問題，(3)みせかけの繁栄論， (4)予算

操作の四点からハリスの見解に対し正反対の立場から反論している。ハリスが1953



『財政々策と経済成長Jのための序説 林 41 (391) 

-54年の景気後退の原因としてp 公共支出の大幅削減とならんで方向をあやまった

インブレ気配にもとづく金融引綴政策をあげていることに対し，在庫品の減少が金

議政策の結果ではなく防衛発注の減少の結楽であることは自坊の理であるとして，

せいぜい1953'"f5月の30年の3.25，9.6債券の扱い方のみカ工小さな火点としてあげられ

るのみで，むしろアイゼンハワーの主要な業綴のーっとして金融引締政策をみてい

る。第二点の公共支出の大総削減については，妨衛費が緩慢な割合でしか減少しな

かったしその大半が国民総生産が景気後退の!底力、ら佼復しはじめた後に行われ

たことを理由に，政府に対する批判はむしろ， 1954年に紡衛費商Ij減を適切な減税に

より相殺できたかったという点により過ぎないとのべている。第三点の信用政策に

もとづく繁栄は将来からの前借りであるから哀の回復ではないというみせかけ繁栄

治に対しては，抵当および個人負債への返済が小額でデフレ的影響を与える程の大

いさはないとL、う立場からこの問題を却下している。最後の点については，ハリス

が批判した政府資産の売却による資金獲得や，政府支出の回避にむしろ賞讃を受け

るに値すると全く反対の立場で考え，更に，とくにセントローレンス水路，コロラ

ド上流貯水計画，外i間公道計爵などの法律化を立派な業擦として推奨している。

サムニ&ノレソンは，景気後迭を在庫の軟化とみたうえで， 1953年末に政府支出の削減

の見通しが確実になってきたため特に激化し， 1952年の鉄鋼ストの余波として1953

年中頃までの 1年間に企業が強度に拡張したために促進されたとみている。ビ、ルト

インスタピライザーと適当な統制行為の結巣は，生産の10%以上の低溶が可処分所

得の相応する減少作用を及ぼさなかった。しかし，将来も必ずそうなるということ

が際らないような理由で，たまたま1951年初期以来かなりの繁栄と農産物その他原

料価格の低落による安定価格をもったが，今後は，高度の麗用と安定価格の間の矛

盾が強力に字予来しそうであると考えた。

直 停滞と軍事経済体制

第ニ次世界大戦後のアメリカ合衆国の景気後退中，さきの二つは，基本的

には戦時の有効需要のバッグロッグが鋤いて間援したが， 1957年以降の景気

後退には，あきらかに停滞の様相がみえてきているO

(1)失業は1948-56年では平均4，9.6iこ対し， 1956-63年では6%であり，成長率は 4弘

?6から 2%%の年率に低下している。官官者の原因は@第二次世界大戦のノミックロッ

グ，②朝鮮動乱と冷戦，③人口増加があげられるが，これらの拡張原因が止んだこ

とは，②粗民間国内投資，⑧消費者耐久財の購買カ，③紡衛支出の年増加率の減迭

のE苦からもみることができる。
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年 1曽 方自 率
要 Eヨ

1948 - 58 1956 - 63 

粗民間国内投資 3.1 0.4 

耐久 消費財 6.8 3.4 

妨 衛 支 出 22.4 2.9 

l日込 言十 7.3 1.9 

A. H. Hansen The Postwar Arnerican Econorny op. cit.， pp. 23-24 

1 . シミュレーション分析

1957年，インフレ傾向のうちに戦後第三回目の景気後退がはじまった0

1957年中頃の防衛費の削減は，経済安定の点からみると好ましくない時期に

行われたものであり，企業の事業を縮少の方向に進ましめた。しかし，防衛

費の削減は1953年当時より少ないものであり，景気後退の主要因とはいえな

いものであるO それにもかかわらず，景気は1953-54年よりかなり急速に後

退したO 国防の不確実性と宇宙空間のための調査支出やインフレーションの

問題が，この景気後退に対する政府の積極的対策をおくれさせた。景気後退

に対して，防衛費を除外した場合の景気対策の貧弱さ，1958年が反対政党によ

り議会が構成された年であることなども政府に強力な政策を遂行させること

をおくれさせた。 1958年の連邦国家信用協会の抵当による購買力強化はあま

り効果なく，個人所得税の払いもどしの加速化やわずかばかりの連邦負憤計

商も実擦にはまだ発揮しなかった。後退の初期において夜景気政策の役割を

果したものは，自由裁量的反景気対策よりは消極的効果よりもたない日オ政ピ

ルトインスタピライザーによるものであった。自由裁量的反景気対

1958年の最終四半期にいたって発動されたが，とくに目立ったものは，スブ

ートニック打上げ後の防衛計画にもとづく支出増加と農産物価格支持および

閣内輸送消費税の削減であった。連邦予算剰余は， 1953-55年期には増加し

たのにこの期では回復期間を通して23信ドノレも内夜していた剰余分を減少さZ
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せた。 1959年の中頃以後，自由裁量的反景気政策は急速に変更され修正され

てきた。すなわち，景気後退による赤字それ自体にもとづく反動として政府

支出の削減方向に力を強めた。しかし，後退の増大は政府の支出を再び積極

的にさせざるを得ず，ピ、ノレトインスタピライザーよりは自由裁量政策による

べきものと考えられるようになり， 1954年に経験したように， 1958年の後退

期にも特に圧迫された藍業を保護援助するための対策を行なった。その産業

は， 1954年には鉱業と造船で、あったが， 1958年には鉄道と鉱業で、あった。一

方前二間の後退期におけると問様に，一時的な刺激としての減税の問題が考

惑された。減税をする場合の対象として，投資と消費，企業と傭人，高所得

と低所得のいずれをえらぶかといった問題が論議されたが，この問題は，経

済的な開題でもあるが同時に政治的な問題でもある。 1958年の景気後退は，

産税政策よりも支出政策の閣を強調した。なぜ、なら， 1958年の経験は，もし

後退の比重が大きいなら，減税のみが用いられるということは租税の過重負

担を公的に告知するようで，民間経済にとって心理的にもよい効果を与えな

いし，また，政府にとってもあまりよい戦略で、はなかったから，インフレ懸

念もあって結局は減税は拒谷された。 1958年以降の積極的支出政策にもかか

わらず，アメリヵ経済は低成長と財政の赤字累積の結果におわった。これは

民間投資活動が機能しなかったことによるものであり，この後退を回復させ

た支出政策の主たる項目 v土，再び増加することになった軍事費を中心とする

ものであった。

この景気後退に対して，デューゼンベリィ等は，シミュレーション分析に

よって由定投資や政府購買力減少の衝撃に対する自動安定の方式を検討して

いる。その方法は，設定したそデノレに推定される統計数値を導入して，外生

変数に対する予想水準を与えて連立方程式体系に代入し，対応する内生変数

の{霞を求めるやり方で、あるO

モデノレは，相互依存関係というよりむしろ因果関係的な14の方程式からな

り， そのうち12はGNPと可処分所得の関係さと決定する財政的要因に属す

るものであるO これらの方程式は四つの基本的方程式に要約されるO すなわ
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ち，以下にあげる在庫函数，消費函数，個人所得と GNPとの関係式，可処

分所得と個人所得の関係式であるO

iみ Y 唱 しみ電
(2・1) vユァロ 0.5350-0.137長ニ十 0.570号

.L乞 i ムt-} ム t-Z

(2・2) ，11n沢口o.295St-0.9471t-l-0 . 333，1St十0.771，10t-l十0.1150色ーl

十0.341，11t-l十8.508

(2 ・3) Ypt=0.827GNP念十0.117GNPo十0.910D吋-1-0.960Pago 

十0.221(Sfo-Sft)十0.536(，1lnvo-，1I問。-0.070(t-1957:3) -18.8 
、T2

(2・4) Ydt =0.9525Ypt -0.0383一一~寸一-Te，t-I-4.445
pop.X 10-; 

ただし

C:一人当り実質消費

Y: 一人当り実質可処分所得

，1lnv :実質在康投資

S: 爽質最終売上高

0: ト 1期末における未充足の実質注文残高

Yd: 名百個人可処分所得

Yp: 名目偶入所得

Dv: 名目配当支払分

Pago: 過去の最高の粗企業利潤と企業の償却額

Sf: 全最終売上高〈またはGNPより夜康増を減じたもの〕

Te: 所得税以外の他人税および税外支払分

pop.=海外駐留家主ピ除くアメリカ在住の全人口

t=四半期でしめされた時期

。=変数のj島去の最高水準値

消費函数はラチェット形式と前期の所得変化の影響を反映する項からな

り，在庫方程式は在庫一売上関係と未充足注文残からなるO そして，個人所

得方程式は非常に複雑な形をしているが，政府の安定要国，所得税基礎およ

び平均有効税率の伸縮度，さらに，他の個人税の反応などの関連する方程式

が多いことによるO こうした条件の下に8の実験を行なっているが，それら

の数値は決して予測な意味しているものではなし迫罪験 1においては，1957年

の第四・四半期から1959年の第ニ・四半期までを期間にとって， GNPおよ

びその構成要因の想定値が計算されているO このシミュレーション分析によ
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ると，上昇過程では，遅し、が着実な民間投資と，政府支出の強い上昇傾向

代表的なものとしてあげられ，泊費の減少が少なくてすんだ原因として，ピ

ノレトインスタピライザーの効果と人口増加をあげている。一方，受注残高の

在庫投資におよぼす影響をあげて，政府の発注そのものが，発注にもとづく

政府支出以前に在庫投資に影響することをのベ，さらに在庫投資から消費へ

の反作用がなくとも， (1)ある生産者が他の生産者へ売る場合の在庫取りく

しからの反作用， (2)在庫投資に関する注文の変更あるいはバックロッグなど

が，在庫循環をひき起すことを指摘している。実験2では賎しい景気後退の

場合を想定して，政府支出が消費よりも在庫投資におよぼす影響が大きいこ

とを検証しているO 実験 3では，独立的支出水準を一度限り減少させた場合

の可処分所得および消費への反応を検討し，誘発効果が小さなことが結果と

して得られているO 実験4では， GNPに対する耐久財等の独立需要が減退

した場合の影響を計算し，実験5では失業保険年金を改善した場合，実験6

では個人所得税率の自動的変化の検討，実験7と8では，二つの政策が同時

に行われた場合に体系の安定化がより増加することを研究している。

実験の結論は，経済体系の不安定性はかなりの程度まで援和できるし政

府の財政負担も相当少なくてもすむということであるO ただし，現実の自動

安定装置にしても，実験上の政策因子にしても，決して完全麓用状態にまで

経済を持ちあげるものではなく，員間部門それ自体が浮揚力をもっている場

合にだけ景気後退から完全に脱出できることがしめされた。移転的経費，消

費，減税，減価償却は経済を上昇させる効果をもつが，雇用からみるとあま

りに小さいもので，独立投資の減少を補うものではないことが結論され，問

題はやはり投資それ自体を上昇させることにあることが指摘されな

1957年から生じた景気後退は，特に理由らしいものがみあたらない。結果

的にみると，投資および消費の増大する力が弱L、ことに起因しているo 1948 

-56年と1956-62年の二期を比較する統計数値は，評揚力の相違を明確にし

めしている。このことは，戦争によるバッグロッグが救済した前二回の景気

後退と呉り，停滞様穏に対する本格的な景気設築の出現を要請するO
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(1) P. A. Samuelson and R. M. Solow: Analitical Aspects of Anti-1nflation Policy : 

A. E. R. vol. L No. 2 May 1960 pp. 177-194 

1946-48年のインフレーションについては，戦時中から蓄積された流動資産とひき

のばされてきた需要に結楽するテ、マンド、フツレに原因があるとみなされるが， 1955-

58年のインプレーションに関しては種々な見解が生じた。論争は，デマンドフツレ対

コストフ。ツシュ，賃金プッ、ンュ対ラーナーの売り手インプ V，更にはシュノレツのデ

マンドシフトのインフレーション理識が登場した。景気後退郊に生じているこのク

リーピングインプレーションは，シュノレツによれば不完全競争体制のもたらす管理

価格によるものと考えられる。したがって，独占企業のマークアップや労働組合の

図結カがインフレと強い関係をもつことになる。サムエルソンとソローは，これら

の設を展望した結果，特にいずれの説にも支持を与えているようにはみえない。し

かし‘プメザカ合衆国のために修正したフイリップス的線をもとにして 5%9<>'の

失業下では一般価格水準は安定し， 3%の失業では年率 4%形の価格水準が上昇す

ることを指摘している。

一方，コンデ〈小原敬二と訳:前掲27頁〉は，管理儲格の具体的な問題をつぎのよう

にのべているo rフォードは，自動率工業の「管玉虫悩格Jにかんする上院の調査の
ときにもち出された証拠を黙殺した。その調査では， 1960年代の初期に，ジェネラ

ル・モ…ターズがすべての型にたいする価格を決定しフォード自動家会社がその

織にしたがったことが明らかとなった。そこには儲格上の競争は少しもなかった。J
(2) W. Lewis Jr. : op. cit.， Ch. VI:esp. pp. 230-235 

(的J.S. Dues巴nbery，0 Eckstein，呂ndG. Fromm: A Simul昌tionOf The United 

States EC0110my 111 Recession: Econometrica vol. 28 No.4 Oct. 1960 pp.749…809 

(4) J. S. Duese出eryetc. op. cit.， pp. 754-755 

(5) J. S. Duesenbery etc. : ibid.， pp. 755-760 

(6) J. S. Duese泌eryetc. ibid.， pp. 768-769 

(7) A.日.Hansel1 : The Postwar American Ecol1omy op. cit.， pp. 9-10 

生~・震用・所得の増加率

~!:)j ベf久:lI22il全闘llb鱗
1948-56年 38.0 46.0 50.0 55.0 9.5 37.0 4.3 

年平均i誘方自率 4.7 5.7 6.2 6.9 1.2 4.6 

1956 62 fp 18.0 6.0 9.0 13.0 3.5 18.0 5.6 

年王子均増加率 3.0 1.0 1.5 2.2 0.6 2.3 
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2. 軍事支出と減税政策

(1) 1960-61年の景気後退は，第二次世界大戦以来の四つの景気後退中もっ

とも浅いものともいえるが，企業の回定資本投資が1957年のど{クにまで回

復することなしに下がりはじめたことにもみられるように，諮問の景気後退

の間復と1960-61年の景気後退との幕開が極めて短いことによって，

って長期停滞として認識さわした恐怖を再びあらたにした。 1930年代か

じた停滞論に対じて，戦後の三つの景気後退とその対策は，結果的には

その論拠をなんと

年代の景気後退は，

させてしまったかのごとくにみえた。しかし， 1960 

ったにもかかわらず停障の観念を再び強く呼び起し

た。この期の山から底にいたるまでの連邦剰余の 100億ドルの全変化は， G

NPの減少に関してはかなり大きなものであったが，さきの後退期と同様に

自由裁量的反景気対策は底の月以前には効果的でもなかったし主導性も持っ

ていなかった。しかし，政府支出はやがて回復過程を鋭く上昇させ， 1961年

後半には強い上昇要国を形成した。そしてこの要因の大部分を説明するもの

は防衛支出の増加であり，減税政策であった。

防衛支出が主たる役割を果しているということは，いかなる短期の政府支

出の促進も防衛省の対策に依存していることを確認するものであるo 1961年

1月17Bのアイゼンハワー辞任の演説は，アメリカ経済停滞の観念を背景に

陸軍相互依存体制jを明確に表示した。パーロはこのことをうらづけるかのよ

うに，アメリカにおける平和時の軍事経済化とし、う体制の変化を指摘してい

るのたとえば， 1959年におけるアメザカの巨大企業部社の全利潤のうち，

28.9克は多分に軍事要国と結びついているところの甑外投資によるものであ

り， 11.5%は軍需によるもので予その再者を合せると40.4%となるが， 1962 

はおそらく河部門の合計は50%に達すると忠われると述べているO ま

た，代表的企業や各産業の軍需部門の調査を背景に軍事予算により私的産業

されている状態を追求し，その調査は，とくに，航空機， ミサイノレ，

9 エレクトロニグスその他の関連産業，兵器ヲ計器と若干の特殊金属産



48 (398) 経済学研究第15巻第3・4号

業，それに主事事部門と関係の深い海外投資を加えると，更には石油，自

非鉄金属産業，化学工業，ゴム産業とその他の非甜久財産業の大部分が工事需

と結合し毎日、ることをしめしている。一方，国家予算における

民総生産の約1割近くを占めている。そして，こうした

の利益と結びついて，過去20年間の戦争による利益を得てきたところの大企

とっても，今日の熱核戦争が，その企業組織と富を破壊すること

ているものもあるO したがって軍備の拡張に対して若手の消極的態度をしめ

す企業もみられるが，巨大企業の半数以上は軍縮の拡張を支持しているとい

うことがパーロの調査に指摘されているO また彼によれば，アメリカ合衆国

の国際収支悪化の大半の原閣をなすものは，この軍備の拡張であり，過去の

景気後退において必ずといってよい程，主事事費を中心とする支出政策が回復

を促進させた要閣であったが，そのことがむしろ成長率を停滞させたとして

いるO アイゼンハワー的な軍事支出による軍国主義的対策は景気循環を治癒

しないばかりでなく，狭い感覚の下に冷戦を通しての軍事支出が短期謂環を

解決してきたとはし、ぇ，これにより不況が完全に終息させられたという何等

の保証もなし、。むしろ歴史のしめすところは，戦争による大きな経済刺激は

相当な期間恐慌や不況を長びかせたり切断したりしてきたということにより

すぎず，冷戦の経済刺激はかえって民間の経済浮揚力を失わせしめたという

ことにあるO アイゼγハワ一政府は不況対策として軍備による刺激政策をと

ったが1958年にはある程度成功し， 1960年には成功しなかった。 1961年のケ

ネデイ政府は，より積極的な経済の主たる均衡問子として軍備支出を行なっ

た。 1961年の経済問援は刺激されて効果を生んだが，大きな予算赤字と国際

緊張を増加し要塞国家への道を歩ませはじめた。そして，それにもかかわら

ず雇用状態はよくならず，次ぎの景気後退に対する回復の保証は何も与えら

れてはいないとパーロはのべている。

(1) W.Lewis ]r. : cit.， Ch. VII esp. pp. 273-275 

(めこの原因として，大統領選挙が景気後退の公的認識をおくらせたためであるとする

見解もある。
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H. Wallich: Economic Policy For 1962: The Review of Economics and Statis-

tics vol. XXXXIV No. 1 Feb. 1962 p. 12 

(3) rいまやわれわれは，関防な一時的な緊急措置だけで潤に合わせるというわけには
いかなくなった。われわれは巨大な規模の恒久的な軍需産業を持たざるを得なくな

ったのであるo......g大な築事組織と大家需産業の結合体という現象は，いままで

わが鴎にはなかった新しい現象であるo，H世界第206号，明和38年2月号， 74-75 

頁より抜粋。〉

(4) Victor Perlo : Militarism And 1吋ustry Arms Profiteeri昭 inthe Missile Age 

1963 

(5) V. Perlo : op. cit.， pp. 72-74， p. 101 

1960年における上位500社の12併意下、ルの利潤のうちわけは次ぎ、のとおりである。

(ibid. p. 192) 

企業規模順位

1 - 25 

26 - 500 

I … 500 

税引後利潤

(6) V. Perlo : ibid.， p. 84 

国防および宇宙支出

項 日

耐 久 財

建 設

非耐久財

京会 与

l口為 5十

GNP 

(7) V. Perlo : ibid.， p. 141， pp. 179-183 

(8) V. Perlo : ibid.， pp. 182-183 

(9) V. Perlo: ibid.， pp. 135-136 

(単位 100万ドル〉

i全体の比率
寧事部門
i海外 i軍事;

1959年

20.7 

2.2 

6.7 

17.0 

46.6 

482.7 

〔単位 10t意ド、ノレ〉

1963年

25.5 

2.0 

7.3 

20.3 

55.1 

492.6 

11.5 

20.4 

16.8 

(2) 軍事費支出とならんでケネデイ政権は，大幅の減税政策による積極的赤
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字政策を行なった。誠税の狙いとするところは，国内の景気を刺激して失業

の問題を解決し，国際収支の長期均衡なもたらそうとするところにあるO 在

庫投資や固定設備投資の減退による企業投資の浮揚力の弱さをおぎなうため

の誘因として，ケネデイは三年間に 136億ドルの減税案を提出した。このう

ち個人所得税が 110億ドルをしめているが，これは，消費力の増大にもとづ

くところの投資誘発の可能性を目的としーたものである。戦時のバックロッグ

のj自滅したとみなされる1950年代後半以降のアメリヵ合衆閣では，租税体系

i土むしろデフレ効果をもつものと考えられるO 歳入の大半は過度に累進的な

所得税にもとづくものである。財政ピルトインスタピライザーは，不況に対

しクッションとしての役割を果してきたが，景気の過熱化を防ぐ、だけでなく

同時に完全雇用以前に，有効需要の伸張をおさえこんでしまう作用をする O

1958年以降の積極的支出政策にもかかわらず低成長と財政赤字累積を結果し

て，員間投資は低迷を続けてきた。こうした状態に対処するケネデイの積極

的赤字政策は，支出の六割をしめる寧事費が生産力効果よりはむしろ需要効

果の閣が強いものであることに着目して，減税による員間需要の増加が，産

出高や雇用増を生み，その結果，税収を高めるとともに，他方において生産

性の向上とそれにもとづく国際競争力の増加が，国際収支を改善すると同時

に民間の長期資本の流出が抑制されるだろうとL、う高度成長政策にもとづく

問題の解決をねらったものであるO 当面の国捺収支の赤字は，金融面からの

国債管;理政策により切り抜けるという方法を考えているO しかし，減税の耐

久消費財への需要増加反応，企業の予想、利潤率シフトにもとづく投資増加反

応が期待どおりに生ずるか否かという境問ものこる一方，消費支出が金融面

へ与える影響に対する対策も講じておかなくてはならないだろ L;196昨 2

)Jより圏内均衡と爵欝均衡を両立さ必るため，長期金利を下げ短期金利ざとよ

げるニ重金利政策を採用したが，長期間債市場の狭監と貸借両者の選好状態

から金融による国際管理政策のみで二重金利を維持することにも困難な問題

が生ずるようにも思われる。また， 1955年に金の対外準備率の 100%を割っ

て以来， ドル不安が発生しているが，減税による園内成長政策を強行すれば
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国襟収支悪化要国が強く作用することも考えられる O しかし， 1964年度の予

算教書は経済成長のために， 1962年減価償却期間短縮令による耐周年数を

30-40%短縮しで投資を活発化することや，投資減税法により耐用年数8年

以上のものを7%免税して企業負担を減ずるとともに法人所得税の軽減と，

両者で支出増分のほとんどを占める国防費，宇宙開発費の増大にもとづく輸

送，電気，鉄鋼の基幹産業の活発化による有効需要の増大を目的としてい

るO このため，ケネデイは最初から意識した積極的な 119寵ドソレの赤字を見

積りしたのである。その意、味では，ケインズ派理論にもとづく真の補整的財

政々策の本格的な出発点とみることができるO だが，ケネデイの減税政策に

よる経済成長論が当面する課題の一つはインプレーション問題であり，他の

一つは恩際収支の問題から生ずるドノレ不安であるといえよう O

(心たとえば， 1958年第一・四半期~1960年第二回・半期では GNP の17%増に対し税

収は29%増， 1961年第一・四半期~1962年第四・四半期で GNP 12%増に対し，税

収18%増となっている。しかし突際には政府支出ヵミ税収をうわまわっているので

政府部門としては有効需要増大に寄与している。

(2)十分な貨幣供給の搭ー鐙をすることが必要となってくるが， 1950年代後半より半停滞

状態に入ったとみるハンセンは，通貨供給の増加率の低下を以下のように指摘して

いる。 (M:通貨 V:通貨の所得流通速度〕

"f-

1 9 2 9 

1 9 4 0 

1 9 4 8 

1 9 5 6 

1 9 6 2 

3.9 

2.4 

2.3 

3.1 

3.8 

V 

A. H. Hansen The Postwar American 

Economy op. cit.， p. 19 

(3)一方，たとえば，政府がいかなる形で民間にその直接的な補整政策を発揮したかに

ついて， 1962年3Jlの鉄鋼問題処理に際ずるケネディ大統領の活躍がもたらした結

果が次ぎのようにのべられている。 u鉄鋼産業とケネディ大統領の間で行われた短
期間ながらも激しい闘いは三つの事実を世界に知らしめた。第1にアメザカには国

全体の運命に利害をもっ経済社会が存在するということ。一一第2にこの社会にあ

っては労使桁方の経済力がし、ずれも不文のも社会契約もの下に存在するのであり，

どちらもある程度の責任を有すると同時に，この力を可能なものとする特権を認め

られているということ。一一一第三にこの社会契約の下におし、ては，民間の実業中に握
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られている経済的なカがアメリカ経済社会を脅かすときには政府が介入できる。い

やおそらくぬ介入しなければならないということである。騒ぎは一応おさまったが

以上の三つの事実はそのまま残った。~ (A.A.パーリ・ジュニア，小松修卒訳:ア

メリカ経済の不文言宗法:日米フォーラム 1963年5月号〉

ハンセンは，現在でもアメリカ合衆国が貯蓄と租税がおすぎて投資と政府支出がし、

まだに低すぎることを指摘している。 (A.且 Hansen The Postwar American 

Economy op. cit.， p. 52) 

ωA. H. Hansen The Postwar American Economy op. cit.， p.印
三菱銀行:調査，昭和38年9月号，昭和39年6月号

通産省:通商産業研究 No.112， 1963年

経済企画庁:海外経済月報，昭和38年3月， 6月

また1963年7月1813，ケネデ、ィ大統領はド、ノレに対する信頼を回復し，国際収支の均

衡をとりもどすために，寧事支出を他関に肩代りすることによってドル防衡を行な

おうとする考えを表示している。(ドル防衛のための郎効的措置，ケネディ国際収

支特別教審， 1963年7月1813:世界週報，第44巻第32号， 1963年8月6日号， 27-

30頁。〉

(3) 1957年以降の停滞越勢を，統計指標は，たとえば， GNP，生産指数や

売上高の鈍化，失業率の高まりと減少の低迷，民間画定投資の停滞，消費者

物{屈指数の騎士議，国鰐収支の悪化と不安といった姿でしめしているO こうし

た状勢に対するケネデイ政権ならびにそれをひきついだジョンソン政権のと

ってきた方策は，減税政策と軍事費を中心とする支出政策である。たしかに過

去30年間のアメリカ合衆国の歴史は，ライトのいうように停滞のデッドロッ

クは戦争によってのみ終結させうるものとしての様相を呈していた。しか

し，今後とも，戦争のみが停滞の解決策となりうるものなのであろうかc も

し，そうなら，この論理は，たとえば南ベトナムにおけるアメリカ政築にも

通ずるものかも知れなL、。

戦時の軍事支出がもたらした効果は， 出そのものからというより，

他国に与えた破壊と消耗からであり，平和時の軍事支出が同様な形で民間経

済を刺激するとは限らないともいえる。 1957年以降の停滞現象は，

支出増加の下においても生じている。したがって，国際間の緊張をひきおこ

し効果的にも問題の多い軍事支出に代る何等かの政府支出が，民間経済てど斜
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激するようになることがのぞましし、。このことは，軍備縮小の政治的必要性

とならんで，経済的な必要性として考慮されなければならない事柄でもあ

るo 1959年末，間際緊張が一時ゆるんだ時，米国商務省、は軍備縮小の積極的

な経済への好影響を強調し， 1962年の関連報告は，軍縮縮小により解放され

る資源の適正配置が、個人消費支出，近代的生産能力，住宅建築を増大し，

都会を再生させ，教育，健康，厚生，社会保障，文化発展，科学調査の開発

言三行わせることができると，軍備縮小によってひらかれる世界人類の可能性

を感動的な構想、で畏関したとパーロはのべているO

軍備拡張に代る箪備縮小の聞での国家財政の活用こそケインズの提案した

戦争時の田家活動に代る平和時の国家財政のあり方であり，公開状における

あの言葉こそ真に補整的財政々策の主体としての君主家の使命を述べたものと

して今なお生きているといえよう O ケネデイにより一歩推し進められた平和

時における積極的な真の補整的財政々策が十分に発類されうるか否かが，財

政による資本主義の成長政策の鍵をにぎる問題であり，いうなれば資本主義

制度を延命させうるか否かの根拠を与えることのーっとなることだろう。単

に軍事支出が増えても民間投資は成長しなし、。結昂は，資本主義それ自体の

本来的内在要国を政府が費的な面から刺激し向上させる程度の段階でなけれ

ば，資本主義と呼ぼれる程の主体性がないともいえるO 政府の役割が，常に

量的補完物にとどまるのでは，体制!の硬化はやがて，他の体俗jへの要求の

をたかめることになるO したがって，資本主義が長所ある資本主義であるた

めには，政府によって，民間の有効需要が十分な役割を果すようにふりむけ

させる支出であり減税でなくてはならなくなる。そのためには，長期の安定

として，財政々簸に成長理論をとり入れることが必要となってくるO

供)ex. U点tedStates Depertment of Commerce Survey Of Curre以 Business;芯co-

nomic Indicators 

経済全額庁:海外経済動向倍擦，等々。

1962年以後，経済成長の好転が若手なりともみうけられるが，趨勢としては，必ず

しも楽観をゆるさなし、。
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1962年以降の若干の指標(単位;10億ドル， 10036'，カツコは1954年水準の実質〉

1 ~__ 1 m私的潤 i政 府 I~右衛|月王子|月平均月平均j 消可雲
""" m I ~J1~J I均総 I:-~~:I~=:I 物筒旨数

内投資 i購買力 i支出 i出額間入額|失業家[(2izrL)
1962 79.1(65.9)1116.3(89.8)153.612.0911.641 5.61 105.4 

1963 82.0(67.7)1122.6(92.1)155.211.95 i 1.43 1 5.71 . 106.7 
1964 87.7(71.0)1128.6(92.8)1日.412.2011.561 5.21 108.1 

〈注)Survey of Current Business Indic在torsより

(2) D. M. Wright The Prospects For CapitaJism: A Survey of Contemporary 

Economics op. cit.， p. 460 

(3) V. Perlo : op‘cit.， pp. 137-140 

シンポジウム「寧絡の経済学J:r世界」第206号，昭和38年2Jj
反面において，依然として案事費の有効性の分析や計爾決定についての質的問題の

研究がなされたりしている。

ex. E. E沿a:Using Costs To SeJect Weapons， vol. LV. No. 2 May 1965 A.E.R. 

R. N. Grosse and A. Proschan: Military Cost Analysis， vol LV No. 2 May 1965 

A.E.R. 

(4) J. M. Keynes : An Open Letter op. cit.， p. 34 

(5) ここでは，とくに資本主義体制それ自体の問題についての検討はしない。

都留愛人編:現代資本主義の再検討，昭和38年

あとがき

以上のべてきたごとくう呆気と，財政による安定政策，およびその眼界に

ついて論じてきたが，経済の停滞現象の問題に対する解決の緒は，財政々

がL、かなる形で経済成長をもたらしうるかということにかかっているといえ

よう。インフレと国際収支の均衡の問題をかかえたアメリカ合衆国が成長率

の上弁によって景気を向上させ，失業者の増大をおさえてゆくためには，安

易な短期的な安定対策としての減説政策や，場あたり的な軍事費を中心と

る支出政策ではなく，長期的安定政策としての経済成長の酷からアプ戸ーチ

してゆかなくてはならなL、。この具体的な問題の検討については稿者どあらた

めて論じたし、。本論は， この主題のための序説として起稿されたもの

るo (1965. 9. 29.) 


